


※  注記事項 

（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更： 無    
 

②  ①以外の会計方針の変更              ： 無    
 

③  会計上の見積りの変更                ： 無    
 

④  修正再表示                          ： 無    

 

（２）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 28年３月期 30,887,396 株 27年３月期 30,887,396 株 

②  期末自己株式数 28年３月期 2,444,513 株 27年３月期 2,439,562 株 

③  期中平均株式数 28年３月期 28,445,391 株 27年３月期 28,450,543 株 

 
 
 

※  監査手続の実施状況に関する表示 

この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続が実施中です。 
 
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、実際の業績等は国内外の経済情勢並びに予期できない資源高騰等の様々な要因によ

り異なる可能性があります。 
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Ⅰ経営成績・財政状態に関する分析

１．経営成績に関する分析

当期におけるわが国経済は、政府の各種政策を背景に企業収益や雇用・所得環境に改善がみられ、緩やかな回復基

調を示したものの、中国をはじめとしたアジア新興国経済減速の影響等により景気の下振れリスクが継続するなど、先

行きが不透明な状況で推移いたしました。 

このような状況のもと当社は、営業活動の強化を図るとともに、一層の生産性の向上やコスト削減の徹底に注力す

る等、業績の向上に努めてまいりましたが、売上高は122億円と前期比4.1％の減少、営業利益は４億７千５百万円と前

期比20.4％の減少、経常利益は５億３千８百万円と前期比17.1％の減少、当期純利益は３億５千万円と前期比14.5％の

減少となりました。 

 

セグメントの業績は次のとおりであります。

〔精密加工事業部〕

 精密加工事業部における当期の売上高は、74億８千３百万円と前期比3.6％の減少となり、その内容は以下のとおり

です。

①小口径銃弾

 当期の売上高は、政府の予算執行を受け、37億８千１百万円と前期比8.1％の減少となりました。

②精密金属加工品

 当期の売上高は、水晶振動子関連部品及びエアコン関連部品が減少したものの、センサー等の自動車関連部品及び文

具関連部品が増加したことから、37億１百万円と前期比1.6％の増加となりました。

〔機械事業部〕 

 機械事業部における当期の売上高は、47億１千６百万円と前期比の4.8％減少となり、その主な内容は以下のとおり

です。

①プレス機械

 当期の売上高は、リチウムイオン電池缶向けは堅調であったものの、自動車関連向けが減少したことから、16億６百

万円と前期比9.9％の減少となりました。 

②自動機・専用機

 当期の売上高は、自動車関連向けは前年に引き続き堅調に推移したものの、その他が減少したことにより、12億４千

９百万円と前期比9.8％の減少となりました。 

③航空機部品

 当期の売上高は、旅客機用部品が減少したことから、９億６千７百万円と前期比1.3％の減少となりました。 

④ばね機械

 当期の売上高は、エンジンバルブ、クラッチ等自動車部品加工用を中心に増加したことから、７億８千４百万円と前

期比10.1％の増加となりました。 

 

２．次期の見通し

 次期の業績につきましては、売上高131億円、営業利益３億７千万円、経常利益４億３千万円、当期純利益２億８

千万円を見込んでおります。

 

３．財政状態に関する分析

(1)資産、負債及び純資産の状況

 当期末の総資産は、前期末より１億５千１百万円の増加となりました。これは主に、売上債権が４億９千４百万円

減少したものの、仕掛品が１億８千３百万円増加したことによるものです。負債につきましては、３千９百万円の増

加となりました。これは主に、仕入債務が２億９千９百万円増加したことによるものです。純資産につきましては１

億１千２百万円の増加となりました。これは主に、繰越利益剰余金が１億８千万円増加したことによるものです。

 

(2)キャッシュ・フローの状況

 当期における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は47億１千２百万円となり、前期末より２億４百万円減

少しました。

 各キャッシュフローの状況は、以下のとおりとなっております。

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

 営業活動による資金の増加は９億４千２百万円となりました。これは主に、法人税等の支払いで１億１千２百万円

減少したものの、減価償却費で６億８千６百万円及び税引前当期純利益で５億３千８百万円計上したことによるもの

です。
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(5) 価格競争、開発競争に関するリスク 

 当社の主要製品である精密金属加工品、プレス機械、自動機・専用機、ばね機械は厳しい価格競争にさらされていま

す。また、新製品の開発競争の激化により従来機種の陳腐化も今後さらに早まることが予想されます。こうした状況は

利益率の低下及び財務内容の悪化につながり、当社の業績に大きな影響を与える可能性があります。

 

(6) 取引先の信用リスク 

 当社は取引先毎に適正な与信管理を行い、回収リスクの低減に努めていますが、取引先の倒産等不測の事態により債

務不履行が生じた場合、当社の業績に大きな影響を与える可能性があります。

 

(7) 不正行為等によるリスク

 当社は、内部統制基本方針を定め、その充実・強化を図っております。業務運営において役員、社員の不正及び不法

行為の防止に万全を期しておりますが、万一かかる不正行為等が発生した場合、当社の業績及び財政状態に大きな影響

を与える可能性があります。
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Ⅱ企業集団の状況

 直近の有価証券報告書（平成27年６月26日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び「関係会社の状況」か

ら重要な変更がないため、開示を省略しております。
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Ⅲ経営方針

 

１．会社の経営の基本方針

 当社は、「確かな物づくりを通して、社会に貢献し、企業のたゆみない発展をめざす。」という経営理念のもと、次

の経営方針を掲げております。

・ 顧客によい製品をより安くより早く提供できるよう努力する。

・ 地域社会と共存し、自然環境を大切にする。

・ 正しい倫理観を持ち、誠実と公正に徹する。

・ 明るい活気のある会社づくりに努める。

 この方針に基づき、価格・品質・納期・安全の全てにおいて最高水準を確保した製品を生産・供給し社会の繁栄発展

に寄与することが、事業の使命であると考えております。

 この使命を果たすため、メーカーとして市場の声に基づいた技術開発が不可欠であるとの認識のもと、研究開発体制

の強化に努め、顧客の最新のニーズを常に収集し、新技術・新製品の開発に積極的に取り組んでおります。

 

 

２．目標とする経営指標

 当社は、収益面での経営指標を重視しておりますので、売上高を伸ばしながら、かつ継続的にコストダウンに努め、

営業利益率、経常利益率を高めることで高収益企業として成長し続けてまいりたいと考えております。

 

 

３．中長期的な会社の経営戦略

 当社は、コストダウンを絶えず実践し収益力の向上に努めるとともに、新製品開発の取り組みとして、開発から生産

にいたるプロセスの効率化による開発期間やリードタイムの短縮及び開発体制の更なる強化を図ってまいります。

 主要製品別では、精密金属加工品では多様な需要を取り込んで新分野への積極的な参入、プレス機械では電池缶等の

弱電業界に加え自動車関連業界での新規顧客の獲得、ばね機械では製品ラインナップを強化してシェアの向上をそれぞ

れ図ってまいります。

 

 

４．会社の対処すべき課題

 今後のわが国経済は、緩やかに回復基調をとるものの、引き続き海外景気の下振れ等の影響がわが国の景気を下押し

するリスクも懸念され、先行きは楽観を許さない状況にあるものと思われます。

 このような情勢に対処するため、当社は、引続き、営業活動及び市場への発信を強化するとともに、生産性の向上及

びコスト削減の徹底に取り組み、顧客満足度の高い製品の開発を推進して、業績の向上に向け鋭意努力してまいりま

す。
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Ⅳ会計基準の選択に関する基本的な考え方

 当社は連結財務諸表を作成していないため、国際会計基準に基づく財務諸表を作成するための体制整備の負担等を考

慮し、日本基準に基づき財務諸表を作成しております。
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Ⅴ財務諸表

１．貸借対照表

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成27年３月31日) 
当事業年度 

(平成28年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 5,416,888 5,212,485 

受取手形 622,792 924,748 

売掛金 3,236,610 2,439,820 

製品 286,855 172,474 

仕掛品 1,378,728 1,562,672 

原材料及び貯蔵品 554,557 521,797 

前払費用 23,367 18,290 

繰延税金資産 136,761 96,655 

その他 16,357 16,516 

貸倒引当金 △10,100 △7,500 

流動資産合計 11,662,820 10,957,961 

固定資産    

有形固定資産    

建物 ※１ 5,972,742 ※１ 6,407,302 

減価償却累計額 △4,494,427 △4,583,626 

建物（純額） ※１ 1,478,315 ※１ 1,823,675 

構築物 1,003,913 1,061,645 

減価償却累計額 △854,644 △871,127 

構築物（純額） 149,269 190,517 

機械及び装置 ※１ 13,120,700 ※１ 13,736,146 

減価償却累計額 △11,629,417 △12,011,343 

機械及び装置（純額） ※１ 1,491,282 ※１ 1,724,803 

車両運搬具 149,530 158,454 

減価償却累計額 △132,915 △136,380 

車両運搬具（純額） 16,614 22,073 

工具、器具及び備品 1,524,871 1,608,414 

減価償却累計額 △1,414,740 △1,463,765 

工具、器具及び備品（純額） 110,130 144,648 

土地 ※１ 657,554 ※１ 801,816 

リース資産 45,514 51,532 

減価償却累計額 △25,718 △35,348 

リース資産（純額） 19,795 16,184 

建設仮勘定 139,168 140,036 

有形固定資産合計 4,062,131 4,863,754 
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    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成27年３月31日) 
当事業年度 

(平成28年３月31日) 

無形固定資産    

ソフトウエア 94,233 106,074 

リース資産 11,129 6,908 

その他 1,888 1,871 

無形固定資産合計 107,250 114,854 

投資その他の資産    

投資有価証券 2,165,923 2,305,843 

関係会社株式 774,813 549,344 

破産更生債権等 1,764 1,177 

長期前払費用 748 33,833 

その他 24,971 124,931 

貸倒引当金 △1,764 △1,177 

投資その他の資産合計 2,966,457 3,013,953 

固定資産合計 7,135,839 7,992,561 

資産合計 18,798,660 18,950,522 

負債の部    

流動負債    

支払手形 1,243,627 1,678,211 

買掛金 1,037,295 902,234 

短期借入金 ※１ 900,000 ※１ 900,000 

リース債務 13,692 9,575 

未払金 512,784 594,966 

未払費用 171,560 163,746 

未払法人税等 117,812 90,939 

前受金 249,547 11,676 

預り金 19,686 20,880 

賞与引当金 290,996 213,472 

役員賞与引当金 22,498 21,569 

流動負債合計 4,579,501 4,607,272 

固定負債    

リース債務 19,177 15,126 

繰延税金負債 299,204 336,022 

退職給付引当金 768,173 746,539 

その他 132,319 132,969 

固定負債合計 1,218,874 1,230,658 

負債合計 5,798,375 5,837,930 
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    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成27年３月31日) 
当事業年度 

(平成28年３月31日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 4,175,416 4,175,416 

資本剰余金    

資本準備金 3,468,202 3,468,202 

資本剰余金合計 3,468,202 3,468,202 

利益剰余金    

利益準備金 449,500 449,500 

その他利益剰余金    

固定資産圧縮積立金 3,913 3,805 

別途積立金 2,392,500 2,392,500 

繰越利益剰余金 1,311,978 1,492,115 

利益剰余金合計 4,157,892 4,337,920 

自己株式 △342,480 △343,768 

株主資本合計 11,459,031 11,637,771 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 1,541,252 1,474,820 

評価・換算差額等合計 1,541,252 1,474,820 

純資産合計 13,000,284 13,112,591 

負債純資産合計 18,798,660 18,950,522 
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２．損益計算書

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

売上高 12,715,649 12,200,059 

売上原価    

製品期首たな卸高 181,553 286,855 

当期製品製造原価 10,874,744 10,236,743 

合計 11,056,298 10,523,598 

他勘定振替高 ※２ 85 ※２ 10 

製品期末たな卸高 286,855 172,474 

製品売上原価 ※４ 10,769,357 ※４ 10,351,113 

売上総利益 1,946,291 1,848,946 

販売費及び一般管理費    

役員報酬 129,552 127,628 

給料手当及び賞与 422,168 435,715 

賞与引当金繰入額 54,412 39,270 

役員賞与引当金繰入額 22,498 21,569 

退職給付費用 50,555 29,691 

減価償却費 39,754 39,139 

その他 ※１ 630,429 ※１ 680,711 

販売費及び一般管理費合計 1,349,370 1,373,726 

営業利益 596,921 475,219 

営業外収益    

受取利息 433 845 

受取配当金 33,829 41,059 

固定資産賃貸料 ※３ 38,238 ※３ 36,974 

その他 8,313 10,787 

営業外収益合計 80,814 89,666 

営業外費用    

支払利息 5,772 5,646 

固定資産賃貸費用 22,073 20,574 

その他 1,282 645 

営業外費用合計 29,128 26,866 

経常利益 648,607 538,018 

税引前当期純利益 648,607 538,018 

法人税、住民税及び事業税 168,311 84,953 

法人税等調整額 70,306 102,351 

法人税等合計 238,618 187,304 

当期純利益 409,988 350,714 
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４．キャッシュ・フロー計算書

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益 648,607 538,018 

減価償却費 660,217 686,224 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,287 △3,187 

賞与引当金の増減額（△は減少） 58,569 △77,523 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 1,132 △929 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 27,347 △21,633 

受取利息及び受取配当金 △34,263 △41,904 

支払利息 5,772 5,646 

売上債権の増減額（△は増加） △427,811 494,834 

たな卸資産の増減額（△は増加） 49,312 △36,803 

仕入債務の増減額（△は減少） △40,271 △24,998 

その他 197,677 △499,268 

小計 1,145,002 1,018,475 

利息及び配当金の受取額 34,263 41,904 

利息の支払額 △5,772 △5,646 

法人税等の支払額 △158,007 △112,250 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,015,485 942,484 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 - △100,000 

有形固定資産の取得による支出 △732,454 △814,650 

無形固定資産の取得による支出 △58,987 △39,291 

投資有価証券の取得による支出 △5,792 △6,309 

その他 △4,822 △1,646 

投資活動によるキャッシュ・フロー △802,057 △961,896 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

自己株式の取得による支出 △1,274 △1,287 

配当金の支払額 △155,897 △169,995 

その他 △13,686 △13,850 

財務活動によるキャッシュ・フロー △170,858 △185,132 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △4 142 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 42,564 △204,403 

現金及び現金同等物の期首残高 4,874,324 4,916,888 

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 4,916,888 ※ 4,712,485 
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５．財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）子会社株式

  総平均法による原価法

(2）その他有価証券

時価のあるもの

  期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により

算定）

時価のないもの

  総平均法による原価法

２．デリバティブの評価基準及び評価方法 

時価法

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1）製品・仕掛品 

  （小口径銃弾及び精密金属加工品）

   総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

   （プレス機械、自動機・専用機、ばね機械及び航空機部品）

    個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2）原材料・貯蔵品

   移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

４．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

  定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法）

  なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

  建物及び構築物     10～50年

  機械装置及び車両運搬具 ４～10年

  工具、器具及び備品   ２～６年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

  定額法を採用しております。

  なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

(3）リース資産

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

  外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

６．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

  売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

  従業員の賞与支給に充てるため、労働組合との協定に基づく期間対応額を計上しております。

(3）役員賞与引当金

  役員賞与の支給に充てるため、当事業年度末における支給見込額に基づき計上しております。

(4）退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付

算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

 過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（13年）による定

額法により費用処理しております。 

 数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（13

年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
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７．ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

  繰延ヘッジ処理によることとしております。

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…外貨建売上債権及び売上にかかる外貨建予定取引

(3）ヘッジ方針

  ヘッジ対象に係る為替変動リスクをヘッジするために為替予約取引を行っております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

  ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、両

者の変動額等を基礎にして判断しております。

８．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

 キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。

９．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

 

（貸借対照表関係）

※１ 担保資産及び担保付債務

 担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
当事業年度

（平成28年３月31日）

工場財団設定    

 建物（本社工場） 37,763 千円 33,839 千円

 機械及び装置（本社工場） 0 0

 土地（本社工場） 53,274 53,274

計 91,037 87,113

 

 担保付債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
当事業年度

（平成28年３月31日）

短期借入金 460,000 千円 460,000 千円

 

（損益計算書関係）

※１ 研究開発費の総額

 
 前事業年度 

（自 平成26年４月１日 
  至 平成27年３月31日） 

 当事業年度 
（自 平成27年４月１日 

  至 平成28年３月31日） 

販売費及び一般管理費に含まれる 

研究開発費 

90,184 千円 91,594 千円 

なお、前事業年度及び当事業年度の当期総製造費用には研究開発費は計上されておりません。

 

※２ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当事業年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

販売費及び一般管理費 85 千円 10 千円
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

 当社は、従業員の退職給付に充てるため、確定給付企業年金制度、確定拠出年金制度及び退職一時金制度を設けて

おります。

 

２．確定給付制度

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 
前事業年度

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当事業年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

退職給付債務の期首残高 2,346,176千円 2,148,964千円

会計方針の変更による累積的影響額 △133,857  - 

会計方針の変更を反映した期首残高 2,212,319  2,148,964 

勤務費用 132,950  131,973 

利息費用 13,274  12,894 

数理計算上の差異の発生額 6,761  3,218 

退職給付の支払額 △216,340  △207,471 

退職給付債務の期末残高 2,148,964  2,089,578 
 
 

(2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

 
前事業年度

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当事業年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

年金資産の期首残高 1,319,836千円 1,426,347千円

期待運用収益 39,595  42,790 

数理計算上の差異の発生額 80,808   △36,741  

事業主からの拠出額 150,587  100,081 

退職給付の支払額 △164,479  △146,494 

年金資産の期末残高 1,426,347  1,385,983 

 

(3）退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
当事業年度

（平成28年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 1,316,971千円 1,426,347千円

年金資産 △1,426,347  △1,385,983 

  △109,376  40,364 

非積立型制度の退職給付債務 831,993  663,232 

未積立退職給付債務 722,617  703,596 

未認識数理計算上の差異 △669  2,496 

未認識過去勤務費用 46,225  40,447 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 768,173  746,539 

         

退職給付引当金 768,173  746,539 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 768,173  746,539 
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(4）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 
前事業年度

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当事業年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

勤務費用 132,950千円 131,973千円

利息費用 13,274  12,894 

期待運用収益 △39,595  △42,790 

会計基準変更時の費用処理額 26,823  - 

数理計算上の差異の費用処理額 102,117  43,124 

過去勤務費用の費用処理額 △5,777  △5,777 

確定給付制度に係る退職給付費用 229,792  139,424 

 

(5）年金資産に関する事項

① 年金資産の主な内訳

 年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

   
前事業年度

（平成27年３月31日）
当事業年度

（平成28年３月31日）

債券   53％ 57％

株式   30   11  

現金及び預金   4   18  

その他   13   14  

合 計   100   100  

 

② 長期期待運用収益率の設定方法

 年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

(6）数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
当事業年度

（平成28年３月31日）

割引率 0.6％ 0.6％

長期期待運用収益率 3.0％ 3.0％
 
 

３．確定拠出制度

   当社の確定拠出制度への要拠出額は、前事業年度33,654千円、当事業年度34,383千円であります。

 

（ストック・オプション等関係）

  該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

  前事業年度

（平成27年３月31日）
 

当事業年度

（平成28年３月31日）

繰延税金資産     

賞与引当金 94,341 千円  64,660 千円

退職給付引当金 244,342   224,850

未払役員退職慰労金 36,763   34,916

確定拠出年金制度移換金 41,411   -

投資有価証券評価損 138,989   129,002

たな卸資産評価損 17,918   20,151

その他 62,126   51,281

繰延税金資産小計 635,892   524,862

 評価性引当額 △167,133   △158,644

繰延税金資産合計 468,759   366,218

繰延税金負債      

固定資産圧縮積立金 △1,970   △1,780

その他有価証券評価差額金 △629,231   △603,805

繰延税金負債合計 △631,201   △605,585

繰延税金資産（△は負債）の純額 △162,442   △239,366

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

  前事業年度

（平成27年３月31日）
 

当事業年度

（平成28年３月31日）

法定実効税率 34.9％   32.4％

（調整）      

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.9   1.5

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.9   △0.8

住民税均等割 1.1   2.0

税額控除 △5.7   △5.9

評価性引当額の増減 △0.1   1.0

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 6.5   5.1

その他 -   △0.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.7   34.8

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」（平

成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等

の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税

率は従来の31.6％から平成28年４月１日に開始する事業年度及び平成29年４月１日に開始する事業年度に解消が見込

まれる一時差異については30.2％に、平成30年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異につい

ては、30.0％となります。 

 この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が13,935千円、法人税等調整額

が18,001千円、その他有価証券評価差額金が31,937千円それぞれ増加しております。 

 

（持分法損益等）

  該当事項はありません。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

 該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

 該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

 該当事項はありません。
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